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して，閣議史料及び「移民とコミュニティ関係閣僚委員会（Ministerial Committö on 











 （14）　Hansen, R., Citizenship and Immigration in post-war Britain, Oxford : Oxford University Press, 2000, 
p. 103. なお，Karataniは 1971年移民法と EC加盟との関連性について議会で全く議論がなされなかっ
たことに触れ，EC加盟という国籍法を策定する機会をヒース内閣が行使しなかったことについて
疑問を提示し，Hansenの意見のほかに，1971年時点でパウエル以外の誰もイギリス「国民」を定
義できなかったのではないかと指摘している。Karatani, Ri‹o, Dening British Citizenship, London :  
Routledge, 2003, pp. 164-170.
 （15）　宮内，前掲論文。














族が呼び寄せられた。さらに，1947年にはポーランド人定住法（Polish Resettlement Act, 
1947）が制定され，ポーランド人コミュニティに一定の自治が認められた。また，西ヨー
ロッパ，南ヨーロッパからの経済的移民も上げられる。彼らはヨーロッパ志願労働者計画




















1931 39,952,377 918,315 381,089 225,684 311,542
1951 43,758,888 1,592,050 627,021 87,957 231,529 645,543
1961 51,283,892 2,365,830 870,000 110,329 581,429 804,072
1966 52,303,000 2,659,130 878,530 114,660 827,650 838,290






































【表 2】　出生地別労働許可書発行部数（単位 : 人）
1962 1963 1964 1965 1966 1967 1968 1969
EEC加盟国
ベルギー 388 344 416 408 595 456 440 605
フランス 3,257 3,227 4,232 4,780 4,874 5,087 5,175 5,267
イタリア 8,932 6,637 8,207 10,987 9,793 7,149 6,509 6,333
ルクセンブルク        25   13   13   11     5     6 20 17
オランダ 2,264 2,167 2,336 3,070 2,556 2,897 2,514 2,644
西ドイツ     9,119 7,881 7,712 7,467 7,130 6,385 5,845 5,568
計 24,065 20,249 22,916 26,723 24,953 21,980 20,503 20,434
EEC加盟交渉国
デンマーク 1,626 1,466 1,560 1,635 1,576 1,404 1,385 1,269
ノルウェー  1,026 1,329 1,183 1,306 1,307 1,198 1,167 1,078
計 2,646 2,795 2,743 2,941 2,883 2,602 2,552 2,347
1,000枚以上労働許
可書を発行してる国
オーストリア 1,934 1,681 1,968 1,860 1,755 1,507 1,349 1,601
チェコスロヴァキア      164 216 430 306 767 310  1,793 3,778
フィンランド  1,243 1,108 1,400 1,681 1,743 1,319 1,563 1,793
ポルトガル 840  1,094 1,395 1,737 1,760 1,577 1,333 1,864
南アフリカ 399  1,221 1,391 1,643 1,638 1,628 1,641 1,701
スペイン 10,781 9,287 10,434 10,498 9,443 8,036 8,944 9,958
スウェーデン        1,347 1,395 1,650 1,905 2,037 1,834 1,816 1,609
スイス  4,778 4,498 4,429 4,972 5,019 4,594 4,495 4,304
アメリカ 2,146 3,233 3,851 4,963 5,745 6,142 6,210 6,885
ユーゴスラヴィア 558 531 618 924 1,156 1,565 2,020 2,014
計 24,188 24,264 27,566 30,489 31,063 28,512 31,164 35,507
その他  4,496 5,158 5,383 5,982 7,155 7,535 8,048 9,500
総計   55,395 52,466 58,608 66,135 66,054 60,629 62,267 67,788
IC(71)1, Cabinet, Ministerial Committö on Immigration and Community Relations, Employ of Aliens in 
Great Britain, Memorandum by the Secretary of State for Employment., Appendix B Permit by country of 
origin., 4 March 1971, CAB139/2901, TNA.
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Nationality Act, 1948）で再確認されていた。1914年イギリス国籍及び外国人の地位に関す
る法律（British Nationality and Status of Aliens Act, 1914）は，すべての自然人をイギリス臣
民かイギリス臣民ではない者（外国人）の二つに分類したが，1948年イギリス国籍法は，
そのイギリス臣民を，① イギリスおよび植民地民地市民（Citizen of the United Kingdom 
and Colonies），② 独立コモンウェルス市民（Citizens of Independent Commonwealth Coun-
tries），③ アイルランド・イギリス臣民（Irish British subjects），④ 市民権なきイギリス臣
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 （27）　表 3参照。














 （30）　Hansen, op.cit., pp. 158-159.
 （31）　Commonwealth Immigrants Act, 1968, C. 9.
【表 3】　1962年コモンウェルス移民法下での入国者数（単位 : 人）
雇用バウチャー保持者 他の定住目的（主に扶養家族）
旧コモンウェルス 新コモンウェルス 旧コモンウェルス 新コモンウェルス
1963 1,447 28,678 2,288 27,393
1964 817 13,888 2,243 38,952
1965 321 6,788 1,101 19,849
　　Immigration from the Commonwealth, Cmnd. 2739, HMSO, 1965, p. 4. （1965年は 1月から 6月まで）





1965 12,880 41,214 2,908
1966 5,461 42,026 2,987
1967 4,978 52,813 3,586
1968 4,961 43,879 4,499
1969 4,010 29,454 3,093
1970 4,000 22,000 3,000
CP（70）126, Cabinet, Immigration Bill, Memorandum by the Secretary of State for the 
Home Department. Appendix. I Commonwealth Entry for Settlement （excluding UKPH 




ウェルスに含めた。Commonwealth Immigrants Act 1962 Control of Immigration Statistics 1st July 1962 - 31st December 
1963, Cmnd. 2379, London, HMSO, 1964 ; Commonwealth Immigrants Act 1962 Control of Immigration Statistics 
1964-1967, Cmnd. 2658, 2979, 3258, 3594, London, HMSO, 1965-1968 ; Commonwealth Immigrants Act 1962 and 
1968 Control of Immigration Statistics 1968-1972, Cmnd. 4029, 4327, 4620, 4951, 5285, London, HMSO, 1969-1973 ; 
Statistics of Foreigners Entering and Leaving the United Kingdom 1962-1972, Cmnd. 2008, 2340, 2649, 2975, 3270, 3607, 
4025, 4342, 4655, 4960, 5309, London, HMSO, 1963-1973 ; Immigration Statistics 1973-1974, Cmnd. 5603, 6064, 
London, HMSO, 1974-1975 ;  Control of Immigration Statistics 1975-1982, Cmnd. 6504, 6883, 7160, 7565, 7875, 8199, 
8533, 8944, London, HMSO, 1976-1983.
【グラフ 1】　就労目的の入国者数（1962-1982年）（単位 : 人）
































 （35）　Race Relations Act, 1965. C. 73.
 （36）　若松，前掲論文，27頁。

































 （41）　e problem of coloured school leavers. Observations on the report of the Select Committee on Race Relations 




















委員会（Commonwealth Immigrants Advisory Council）の第 4次報告では，カラード移民の
集住自治体へ特別な財政支援を行うなどの提案がなされた（46）。





 （42）　拙稿「イギリスにおける移民問題の変容について─ 1950年代から 1960年代初頭を中心に」『西
洋史研究』新輯第 42号，130-156頁。
 （43）　豊永郁子『新版 サッチャリズムの世紀 作用の政治学へ』勁草書房，2010年，71-73頁。また，
住宅ストック数は 1951年時点で約 1500万戸から，1971年には約 2000万戸まで増加する。Black, 
John, Staﬀord, David, C., Housing Policy and Finance, London : Routledge, 1988, p. 27. Figure 2.2 : Stock of 
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 （56）　Hansen, op.cit., pp. 190-191.
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London : Routledge, 2000, pp. 175-198. 
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eral Election”, e American Political Science Review, vol.72, No.1, 1978., p. 33., Table 1. Opinions on Immigra-
tion, 1964-1970. 
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tions and Immigration, Housing, 1971, vol. I, 508-I, p. 5.
 （70）　Select Committö on Race Relations and Immigration, Housing, 1971, vol. II, Evidence, 508-II, p. 201-202.




























 （75）　この白書は 1972年に住宅財政法（Housing Finance Act, 1972）として実現する。















1950年代後半からの EEC加盟申請の熱をうけて 1961年 4月に加盟申請も決定しており，
南アフリカのコモンウェルス脱退は，コモンウェルス重視政策からの転換をより進めさせ





































ment on Defence Policy）』によってイギリス軍の駐留継続が表明され（90），1967年の宣言で撤
退完了の期限とされた 1971年を過ぎても，スエズ以東に留まっていた。東南アジアにお
いては，1971年 4月，イギリス，マレーシア，シンガポール，オーストラリア，ニュージー
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H.C. Bill 1970-1971 （185） Immigration Bill.
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カーによるこの報告は 1971年 8月 3日閣議で検討された（122）。閣議では労働許可書の発
（117）　Ibid.
（118）　CM（71）25th Conclusions 4. Immigration Policy. 13 May 1971, CAB128/49, TNA.
（119）　CP（71）92, Employment of Aliens in Great Britain Memorandum by the Secretary of State for Employ-
































（123）　e United Kingdom and the European Communities, Cmnd. 4715, HMSO, 1971.
（124）　IMG/67 161/1020/20, Definition of a “British National” for EEC Membership Purposes., 2 February 1971, 
FCO53/242, TNA.
55ヒース保守党内閣における移民問題 ─ 1971年移民法の成立をめぐって
おわりに
本稿では，移民とコミュニティ関係閣僚委員会で展開された議論を追いながら，ヒース
保守党内閣にとっての移民問題とは何だったのか，そしてその解決を行うための移民法案
の内容について検討してきた。
ヒース保守党内閣にとっての移民問題とは，同化が困難とされた新コモンウェルスから
の移民の存在，そしてその存在によって生じるコミュニティ内の摩擦であった。つまり，
カラード移民の存在そのものが問題であるという認識は，歴代のイギリス内閣同様，ヒー
ス保守党内閣にも持たれていた。彼らの存在によってどのような問題が出ているかの具体
例は，移民とコモンウェルス閣僚委員会では議論されていないが，議会に設置された特別
委員会などでは検討されていた。それらの問題に対する解決策を遂行するためには大衆の
理解を得なければならず，ヒース内閣は，新政府がこうした「移民問題」に積極的に取り
組んでいるという，パフォーマンスとしての移民規制立法を必要とした。そのため，既に
就労目的の移民が減少しているにもかかわらず，バウチャー制度と同様の移民の持つ技術
や役職による選別を取り入れ，より厳格な立法を作り上げたのである。
その際に考慮されたのが，旧コモンウェルス諸国，特にオーストラリアとニュージーラ
ンドの存在だった。外国人と同一の基準を設けた理由は，本国市民の失業や労働力不足と
いう経済的事情ではなく，コモンウェルス内に差別を設けることへの批判をかわすことが
できると考えられたためである。しかし，旧コモンウェルス諸国からは，外国人と自国市
民が同等の扱いを受けることへの不満が噴出しており，この点を改善しなければならな
かった。そのため，1968年コモンウェルス移民法で導入された血統主義を「パトリアル」
という新たな規定で継続させ，問題となっている新コモンウェルス市民をパトリアル基準
から外し，旧コモンウェルス市民をパトリアル基準に入れるという解決策が取られたので
ある。しかし，この点は政府よりも議会は冷淡であり，受け入れられなかった。それでも
ヒース内閣は新たに協定を結べないか可能性を模索し，旧コモンウェルスへの配慮を見せ
続けた。すなわち，ヒース内閣がカラード移民そのものを問題だとする差別意識を持って
いたことは否定できないが，「パトリアル」はカラード移民を対象とした差別立法を作り
上げようとする意図から生み出されたのではなく，旧コモンウェルスとの関係を重視した
結果として生まれたものであった。ヒース保守党内閣は，国内の移民問題を完全に無視し
て 1971年移民法を作り上げたのではないが，それを検討する際に，旧コモンウェルス諸
国との関係という，国内の移民問題とは別のファクターが影響していたのである。
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1971年移民法は「パトリアル」という規定によって血統主義を新たな形で残した。こ
のことは，EC加盟交渉中に EC側から提案されたことも影響し，誰が自由に入国できる
のかという市民権の問題がイギリス内閣の入国管理政策の課題となり，1981年国籍法制
定へと向かわせることとなった。すなわち，1971年移民法に関するヒース内閣の議論は，
旧コモンウェルスへの配慮を行いながらも，改めて帝国・コモンウェルスの遺産と向き合
う必要性を示したのである。
